
決議案第２号

国際刑事裁判所（ＩＣＣ）による国際秩序を支持する決議

国際刑事裁判所（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｒｉｍｉｎａｌ Ｃｏｕｒｔ：ＩＣ

Ｃ）は、集団殺害犯罪、人道に対する罪、戦争犯罪、侵略犯罪という、国際社会全体の

関心事である最も重大な犯罪について、個人の刑事責任を追及するため、「国際刑事裁

判所ローマ規程」に基づいて設立された、常設かつ独立の国際司法機関である。

ＩＣＣはこれまで、ロシアのプーチン大統領に逮捕状発付（報復として赤根所長はロ

シアに指名手配され有罪判決）、イスラエルのネタニヤフ首相に逮捕状発付（米国がＩ

ＣＣに制裁措置）をはじめ、重大な国際犯罪について、ローマ規程及び適正な司法手続

に基づき、捜査、訴追及び裁判に取り組んできた。こうした活動は、重大な国際犯罪を

行った者が処罰を免れることを許さず、国際社会における法の支配を維持するために重

要である。

裁判官は、政治的圧力、威嚇その他外部からの干渉を受けることなく、法と証拠のみ

に基づいて独立して職務を遂行しなければならない。裁判官個人に対し、その司法上の

判断または職務の遂行を理由として、資産凍結、取引制限その他不利益を科すことは、

対象となった裁判官及びその家族の権利と生活に重大な影響を及ぼすだけでなく、制裁

によって司法判断を左右しようとする圧力となる。

司法上の職務を遂行した裁判官個人を制裁の対象とすることは、個々の事件について

の見解の相違という範疇を超え、ＩＣＣ及びその裁判官の独立を損ない、国際刑事司法

の公正な運営を妨げる重大な圧力であって、司法の独立及び法の支配を脅かすことであ

る。

ＩＣＣが国際社会の支持の下発展し十分に機能することこそ、拉致や侵略行為など国

際社会における重大犯罪を行った個人を処罰し、そのような犯罪を将来的に防いでいく

ための道筋である。

よって、北海道議会は、北朝鮮による道民の拉致被害及び旧ソ連による一方的な北方

領土への侵攻による領土問題を抱える自治体として、ＩＣＣ及び国際司法の重要性を認

識し、それらの活動を阻害する措置に対し強い遺憾の意を表すとともに、ＩＣＣによる

法の支配及び国際秩序を支持するものである。

以上、決議する。
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